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資源ファイナンス部門は、戦後復興・高度成長期の時代か
ら現在まで、石油・天然ガス等のエネルギー資源や鉱物資源等、
日本にとって重要な資源の海外における開発および取得の促
進とこれらの資源を素材化する鉄鋼・非鉄金属・紙産業の国
際競争力の維持および向上をファイナンスを通じ担ってきまし
た。
昨今、脱炭素社会の実現に向けたエネルギー・トランジショ

ンの重要性の高まりに加え、ロシアのウクライナ侵攻等による
資源価格の高騰や資源調達先多様化の動き、医療や食糧を含
む社会的課題への取り組み等、世界の情勢が大きく変化しつ
つあります。当部門はこの潮流を踏まえ、LNGをはじめとする
重要資源の確保に向けた取り組みを続けると共に、①水素・
燃料アンモニアをはじめとする次世代のエネルギー源の確保・
サプライチェーンの構築、②新興国のエネルギー・トランジショ
ンへの支援、③クリティカル・ミネラルズのサプライチェーン再
構築・強靱化、④アフリカ・南米をはじめとする新興国の社会

的課題解決に資する事業支援において、案件の発掘・形成支援により一層注力し、民間資金を補完する形での長
期の資金提供とより踏み込んだリスクテイクを通じて貢献していきます。
なお、2022年7月1日に石油・天然ガス部を改めエネルギー・ソリューション部と改称し、さらに水素・アンモ

ニア関連案件を一元的にカバーする次世代エネルギー戦略室を新設しました。この組織再編により、脱炭素社会の
実現に向けた円滑なエネルギー移行と次世代エネルギーへの支援をさらに強化していきます。

資源ファイナンス部門長　稲葉 裕（常務執行役員）

「パリ協定」で掲げられていた努力目標（1.5℃目標）
が、2021年11月の第26回国連気候変動枠組条約
締約国会議（COP26）で合意され、世界各国が気候
変動に対する取り組みを日々推し進めています。日本
政府は2050年のカーボンニュートラル実現という目
標に向け、エネルギー基本計画で風力・太陽光・バイ
オマス等の再生可能エネルギー由来電源の主力電源
化を目指すと共に、水素・アンモニアを使った発電や、
CCUS（注）やカーボンリサイクル等のCO2排出削減対
策を講じた火力発電のイノベーションを通じて脱炭素
化を図るとしています。他方、ロシアのウクライナ侵
攻以降、石油・ガス・鉱物資源等の需給はひっ迫、エ
ネルギー価格が高騰する中、ロシアに依存しない調達
先の確保に向けた各国の動きが加速化するなど、世
界のエネルギー情勢は大きな変化を遂げようとしてい

ます。資源の多くを海外に依存する日本は、脱炭素社
会の実現に向けたエネルギー・トランジションを目指し
つつ、足許のエネルギー安全保障にも目を向けなけれ
ばならないという、重大な局面に立たされています。
このような世界情勢や市場環境の下、重要資源の
確保と気候変動対応を両立させたエネルギー・ソリュー
ションの提案、水素・燃料アンモニアといった次世代
エネルギー開発に貢献する取り組み、バリューチェーン
全体の強靱化を念頭に置いた半導体や電池材料等の
戦略資源物資の安定確保に向けた支援等、JBICに求
められる役割は多様化しており、これらに対応する柔
軟かつ積極的なファイナンス支援が求められます。

（注）	�CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）
は、分離・貯留した二酸化炭素を利活用するものです。

事業環境と重点課題
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JBICは、脱炭素社会の実現に向けたエネルギー変革
や社会的課題の解決といった地球規模課題への対処や
戦略物資のバリューチェーンの強靱化を図るべく、エネ
ルギー資源や鉱物資源等の安定的な供給確保に資する

■ 地球規模課題への対処

新規案件の発掘・組成や各国政府要人・関係企業との
リレーション構築に取り組んでいます。2021年度の当
部門における主要な取り組み実績は以下のとおりです。

アラブ首長国連邦アブダビ国営石油会社（ADNOC）および 
サウジアラビア王国Public Investment Fundとの業務協力協定・覚書の締結

脱炭素社会の実現に向けた資源国の政府機関との関係構築
JBICは、アラブ首長国連邦アブダビ国営石油会社（ADNOC）との間で、脱炭素・エネルギートランジショ

ンやエネルギー効率化を含めた戦略的関係強化を目的とした業務協力協定を締結しました。また、サウジア
ラビアのソブリン・ウェルス・ファンドで、同国の経済改革を主導するPublic Investment Fund（PIF）と
の間で、脱炭素やデジタルトランスフォーメーション、スマートシティ開発等の分野における両者のパートナー
シップ強化のための覚書を締結しました。
中東は、従来より日本にとって重要なエネルギー資源の供給元ですが、豊富な再生可能エネルギー源や
CCS（注）やCCUSに適した地下構造を多く有するなど、脱炭素分野における高い潜在性を有しています。
JBICは、こうした分野で重要な役割を担う資源国の政府機関との関係構築を図り、日本企業の中東におけ
るビジネス展開を支援します。

（注）CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）とは、温室効果ガスとなる二酸化炭素を分離・回収し、深海や地中に貯留する技術です。

JBICの取り組み

FONPLATA Development Bankとの覚書の締結

脱炭素社会実現に向けた南米地域における協働
JBICは、ラプラタ河流域開発基金（FONPLATA Development Bank（FONPLATA）、加盟国：アル

ゼンチン、ボリビア、ブラジル、パラグアイおよびウルグアイ）との間で、脱炭素社会の実現を中心とした
広範な分野における日本企業のビジネス促進に向けた連携強化を目的とする覚書を締結しました。本覚書の
締結を通じて、JBICがFONPLATA
およびその加盟国との対話を実施し、
協力関係を強化することは、同地域で
ビジネス展開を目指す日本企業の活動
を一層促進し、再生可能エネルギーや
水素をはじめとする脱炭素関連分野に
おけるビジネスの活性化にも寄与する
ことが期待されます。

FONPLATAとの覚書締結

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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オーストラリア法人AWE Perth Pty Ltdおよび 
JERA Barossa Pty Ltdが実施するガス田開発等に対する融資

トランジション・エネルギーとしての天然ガス・LNGの安定確保
JBICは、三井物産（株）が権益を保有するオーストラリア（豪州）ウェイトシアガス田ステージ2の開発や、

（株）JERAによる豪州バロッサ・カルディータガス田の権益取得および開発のために必要な資金に関し、そ
れぞれ貸付契約を締結しました。
脱炭素社会やカーボンニュートラルの実現に向けて世界的な取り組みが加速する中、天然ガスは移行期に

おけるエネルギーとして注目されており、世界のLNG需要は今後も増加が予想されています。また、ロシア
によるウクライナ侵攻の影響も受け、LNG市場の安定は喫緊の課題ともなっています。JBICは、日本企業
が参画する天然ガス・LNG事業の支援を通じ、エネルギー資源の安定確保と共に、エネルギー・トランジショ
ンの推進に貢献します。

ウルグアイ政府発行の公募円建て外債の一部取得

サムライ債市場の活性化の支援およびウルグアイ政府との関係強化
JBICは、ウルグアイ政府が日本で発行する公募債形式の円建て外債（サムライ債）の一部を取得しました。
JBICは、過去2007年および2011年の2回にわたり、ウルグアイ政府が発行するサムライ債への保証を
通じて債券発行を支援しましたが、このような段階的なサムライ債発行支援は、同国政府発行債の東京市
場におけるプレゼンスの維持・向上に資するものです。また、日本の投資家にも幅広い投資機会を提供し、
サムライ債市場の活性化に貢献することが期待されます。
今回のサムライ債発行により調達する資金は、ウルグアイ政府のCOVID-19 Solidarity Fundに基づく

ワクチン輸入等に活用されており、ウルグアイの社会的課題の解決にも貢献するものです。

ブラジル法人Amapá Florestal e Celulose S.A.が実施する植林および 
木材チップの製造・販売事業に対する融資

日本企業による長期安定的な木材チップの確保を支援
JBICは、日本製紙（株）の子会社であるブラジル法人Amapá Florestal e Celulose S.A.（AMCEL）との
間で、貸付契約を締結しました。本件は、AMCELがブラジル・アマパ州において実施する植林および木材チッ
プの製造・販売事業の拡張に必要な資金を融
資するものです。
本プロジェクトにより製造される木材チップ

の一部は、製紙用途およびバイオマス燃料と
して日本に輸入される計画であり、木材チッ
プの長期安定的な確保に寄与することが期
待されます。また、日本製紙は、AMCELの木
材チップを北海道苫小牧市のバイオマス専焼
発電所に供給する予定であり、地球環境の保
全にも貢献するものです。 ブラジル/アマパ州での植林
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ベトナム法人VIETNAM RARE ELEMENTS CHEMICAL JOINT STOCK COMPANY
が実施するオキシ塩化ジルコニウム等の製造・販売事業に対する融資

中堅・中小企業の海外事業展開および鉱物資源の安定確保を支援
JBICは、第一稀元素化学工業（株）

（DKK）と の 間 で、 貸 付 契 約 を 締
結しまし た。 本 件 は、DKKを 通じ
て、 ベトナム法 人 VIETNAM RARE 
ELEMENTS CHEMICAL JOINT 
STOCK COMPANY （VREC）が実施
するオキシ塩化ジルコニウム等の製造・
販売事業に必要な資金の一部を融資す
るものです。

本プロジェクトにより製造されるオキ
シ塩化ジルコニウムは日本に輸入され
る計画であり、自動車排ガス浄化用・工業用触媒や電子部品・酸素センサー、耐火物・ブレーキ等、さま
ざまな工業製品に使用されるジルコニウム化合物の原料となります。本件は、DKKによる海外事業展開お
よび戦略的鉱物資源であるジルコニウムの安定確保に貢献するものです。

ベトナム/VREC2期工事後

■ バリューチェーン強靱化

ペルー・ケジャベコ銅鉱山追加開発事業に対する融資

日本によるベースメタルの安定確保を支援
JBICは、三菱商事（株）との間で貸付契約を締結しました。本件は、三菱商事が出資するペルー・ケジャ

ベコ銅鉱山開発事業において、粒度が粗い銅鉱石からの銅回収を可能にするCoarse Particle Flotation
導入に必要な資金のうち、三菱商事の負担分の一部を融資するものです。

三菱商事は、ケジャベコ銅鉱山の権益保有割合（40%）相当の銅精鉱等を引き取り、日本の国内製錬所
等に供給する予定です。本件は、日本企業が権益を有する銅鉱山の開発を支援するものであり、世界的な
脱炭素化の潮流の中で需要増加が見込まれる銅の安定供給確保に貢献するものです。

ペルー/ケジャベコ銅鉱山

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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●ヤマルLNG

▲カシャガン油田／カザフスタン

▲Amic東邦／
　サウジアラビア

▲アルエットアルミ精錬

▲ロスガトス亜鉛鉱山

▲バイオバール燐鉱山／ペルー
■ケジャベコ銅鉱山／ペルー

■ケブラダブランカ銅鉱山／チリ

▲植林事業／ブラジル

▲CO2-EORプロジェクト

▲ビジャチップ

▲アンバトビー・ニッケル

▲テンパロッサ油田

▲アブダビ油ガス田
▲ADNOC向け原油前払い融資
▲ヘイル油田
▲アブダビ陸上油田
▲サター油田・ウムアダルク油田
▲ザクム油田

●アークティックLNG2

▲ウエストムィンクドゥックウラン鉱山／カザフスタン
▲ハラサンウラン鉱山／カザフスタン

●IGBCシェールガス開発

●キャメロンLNG
●フリーポートLNG

●イーグルフォード・シェールオイル・ガス

▲サハリンⅠ

●モントニーシェールガス開発

●CBM開発プロジェクト

●メタノール・DME製造プロジェクト/トリニダード・トバゴ

●LNGカナダプロジェクト

▲ハンギングストーン・オイルサンド

●サウジメタノール

●モザンビークLNG (エリア1)

●イクシスLNG

●ドンギ・スノロＬＮＧ

●ブラウズＬＮＧ
●ウィートストーンLNG
●プルートLNG
●ゴーゴンLNG

▲モザール・アルミニウム精錬／モザンビーク
▲アソマン鉄・マンガン・クロム／南アフリカ
■アソマン鉄・マンガン・クロム／南アフリカ

■アントコヤ銅鉱山／チリ

■エスコンディーダ銅鉱山／チリ

■カセロネス銅鉱山／チリ

■アングロ・アメリカンスール株式取得／チリ

●ウェイトシアガス田
▲アブラ鉛鉱山

▲イーグルフォード・シェールオイル・ガス

▲ニュージーランド植林

▲CBMMニオブ鉱山／ブラジル

■シエラゴルダ銅鉱山／チリ

▲フラージ油田／ブラジル

●バユウンダンLNG
●バロッサガス田開発

●タングーLNG
●PNG LNG

●Block05-1b鉱区及び05-1c鉱区ガス田開発

●カーティスLNG3

▲タガニート・ニッケル

■ジンブルバー鉄鉱山 ■Vale鉄鉱石輸入／ブラジル
■ロイヒル鉄鉱山

■ウェスト・アンジェラス鉄鉱山

■モレンシー銅鉱山

▲ポゴ金鉱山

●カタールLNG

▲ACG油田／アゼルバイジャン

▲BTCパイプライン

▲タングステン鉱山／ポルトガル

▲サンクリストバル亜鉛鉱山／ボリビア

▲モリブデン引取金融／チリ

●ベネズエラ・メトール

■セロベルデ銅鉱山／ペルー

▲アマゾンアルミナ精製・アルミニウム製錬／ブラジル

▲シャークベイ塩田

●▲サハリンⅡ

■ロスペランブレス銅鉱山／チリ

▲石油　■銅鉱石　●天然ガス　▲その他鉱物資源等　■鉄鉱石

●マレーシアLNG

▲木材チップ/インドネシア
●カンゲアン油ガス田

●プレリュードFLNG

気候変動問題に対処するための円滑なエネルギー移
行、CO2排出量削減対策、エネルギー安全保障等、
エネルギーを巡る情勢および市場環境が大きな転換期
を迎えていることに加え、地経学リスクの高まり等の
不確実性への対処の必要性も高まっています。JBIC
は、気候変動対応を行いつつ、日本企業による資源
権益の取得・開発や次世代エネルギーの開発、エネル
ギー資源・鉱物資源等のサプライチェーンの強靱化を
積極的に支援することで、これらのグローバル・アジェ
ンダへの取り組みを進めていきます。

(1) 地球規模の課題への対処
脱炭素社会の実現に向けたエネルギー変革への対
応として、製造・輸送・供給から利用に至るまでの水
素バリューチェーン構築や、グリーンモビリティといっ
たグリーンイノベーションへの取り組みに注力していき
ます。（グリーンファイナンス）
また、ホスト国による持続可能なエネルギー移行へ
の積極的な関与を図りつつ、環境負荷低減に資する
事業の拡大に貢献するため、アンモニア・水素混焼や、
CCS/CCUS、アジアを中心とした新興国における天
然ガス事業（天然ガス転換・利用拡大等）への取り組
み、製鉄・製錬業におけるCO2排出削減案件も継続
的に支援していきます。（トランジションファイナンス）
加えて、アフリカ・南米等の新興国において、医療

サービス提供や食糧供給等の基礎的インフラへのアク
セスなど、ホスト国の持続可能な成長に向けた社会的
課題の解決に資する事業も積極的に支援していきます。
（ソーシャルインパクトファイナンス）

(2) �クリティカルミネラルズの国際的な 
サプライチェーンの構築への対処
脱炭素社会の実現に必要不可欠な銅の他、ニッケ

ル、リチウムといったレアメタル等のクリティカルミネラ
ルズと呼ばれる重要鉱物を確保することで、国際的な
サプライチェーンの構築に向けた取り組みを強化して
いきます。
2050年カーボンニュートラル実現に向けて、銅やリ

チウムをはじめとする金属の需要が大幅に増加するこ
とが予測されている中、重要鉱物の安定確保にあたっ
ては、リサイクルの高度化を含め極めて革新的な取り
組みが求められることになります。こうした重要鉱物に
は、採掘や製錬・精製技術が確立されていなかったり、
特定の国・地域に資源賦存や生産・加工過程を依存し
ているものも多かったりと、安定確保に向けた課題が
存在しています。日本政府が策定した「グリーン成長
戦略」でも、あらゆる政策の総動員が謳われていると
ころであり、JBICは、中長期的な観点から、その一
翼を担うべく、当該分野における脱炭素に向けた取り
組みを積極的に支援していきます。

■ 今後に向けて
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●ヤマルLNG

▲カシャガン油田／カザフスタン

▲Amic東邦／
　サウジアラビア

▲アルエットアルミ精錬

▲ロスガトス亜鉛鉱山

▲バイオバール燐鉱山／ペルー
■ケジャベコ銅鉱山／ペルー

■ケブラダブランカ銅鉱山／チリ

▲植林事業／ブラジル

▲CO2-EORプロジェクト

▲ビジャチップ

▲アンバトビー・ニッケル

▲テンパロッサ油田

▲アブダビ油ガス田
▲ADNOC向け原油前払い融資
▲ヘイル油田
▲アブダビ陸上油田
▲サター油田・ウムアダルク油田
▲ザクム油田

●アークティックLNG2

▲ウエストムィンクドゥックウラン鉱山／カザフスタン
▲ハラサンウラン鉱山／カザフスタン

●IGBCシェールガス開発

●キャメロンLNG
●フリーポートLNG

●イーグルフォード・シェールオイル・ガス

▲サハリンⅠ

●モントニーシェールガス開発

●CBM開発プロジェクト

●メタノール・DME製造プロジェクト/トリニダード・トバゴ

●LNGカナダプロジェクト

▲ハンギングストーン・オイルサンド

●サウジメタノール

●モザンビークLNG (エリア1)

●イクシスLNG

●ドンギ・スノロＬＮＧ

●ブラウズＬＮＧ
●ウィートストーンLNG
●プルートLNG
●ゴーゴンLNG

▲モザール・アルミニウム精錬／モザンビーク
▲アソマン鉄・マンガン・クロム／南アフリカ
■アソマン鉄・マンガン・クロム／南アフリカ

■アントコヤ銅鉱山／チリ

■エスコンディーダ銅鉱山／チリ

■カセロネス銅鉱山／チリ

■アングロ・アメリカンスール株式取得／チリ

●ウェイトシアガス田
▲アブラ鉛鉱山

▲イーグルフォード・シェールオイル・ガス

▲ニュージーランド植林

▲CBMMニオブ鉱山／ブラジル

■シエラゴルダ銅鉱山／チリ

▲フラージ油田／ブラジル

●バユウンダンLNG
●バロッサガス田開発

●タングーLNG
●PNG LNG

●Block05-1b鉱区及び05-1c鉱区ガス田開発

●カーティスLNG3

▲タガニート・ニッケル

■ジンブルバー鉄鉱山 ■Vale鉄鉱石輸入／ブラジル
■ロイヒル鉄鉱山

■ウェスト・アンジェラス鉄鉱山

■モレンシー銅鉱山

▲ポゴ金鉱山

●カタールLNG

▲ACG油田／アゼルバイジャン

▲BTCパイプライン

▲タングステン鉱山／ポルトガル

▲サンクリストバル亜鉛鉱山／ボリビア

▲モリブデン引取金融／チリ

●ベネズエラ・メトール

■セロベルデ銅鉱山／ペルー

▲アマゾンアルミナ精製・アルミニウム製錬／ブラジル

▲シャークベイ塩田

●▲サハリンⅡ

■ロスペランブレス銅鉱山／チリ

▲石油　■銅鉱石　●天然ガス　▲その他鉱物資源等　■鉄鉱石

●マレーシアLNG

▲木材チップ/インドネシア
●カンゲアン油ガス田

●プレリュードFLNG

JBICの主要資源関連案件
（過去10年間の資源案件向け融資承諾累計額：約6.6兆円）

2022年7月31日時点※一部承諾時から10年以上経過した案件を含む。

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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当部門では、第4期中期経営計画（2021 〜 2023
年度）に基づき、以下の分野を重点課題と考え、脱炭
素社会の実現など地球規模の課題の解決に貢献する
案件やサプライチェーン強靱化・再構築といった、産業・
社会構造の急激な変化の下で、日本企業による案件
に対する支援に注力していきます。

(1) 地球規模の課題への対処
脱炭素化の大きな流れは具体例を紐解くまでもなく、

日本でも菅首相（当時）の所信表明演説（2020年10
月）でカーボンニュートラルの政策目標が発表されてい
ます。世界でも、2021年6月のG7コーンウォール・
サミットで、G7各国が2050年までのネットゼロをコ
ミットし、2021年10月のCOP26ではパリ協定の目
標を上回る「1.5℃目標」が明確に示される等、大きな
動きが続いております。
一方、これらを実現する方策、考え方は多種
多様となっています。日本政府は、それぞれの
置かれた環境・状況を踏まえ、現実的な方策を
取っていくことがむしろ脱炭素化社会の実現に
繋がるとの考え方から、特にアジアを中心とし
た開発途上国のエネルギー政策等に深くエンゲージし、
ともにエネルギー・トランジションを実現していく政策

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、人々の現実
の生活に影響を及ぼすだけでなく、ビジネス環境にも大き
な変容をもたらしました。また、コロナ禍からの回復を目指
す中で、グリーン・リカバリーに代表されるように、世界の
脱炭素化へ向けた議論も大きく進展しました。このような大
きな変革の中、JBICも2021年に中期経営計画（2021 ～
2023年度）を策定すると共に、昨今の国際経済社会の気候
変動問題に対する急速な取組強化の潮流等を踏まえ、第26
回国連気候変動枠組条約締約国会議(COP26)の開催に先
立ち、ESGポリシーを策定・公表しました。インフラ・環境
ファイナンス部門では、特に世界の脱炭素社会の実現など地
球規模の課題解決に貢献する案件に対する支援や、日本企
業のサプライチェーンの強靱化に貢献する案件に対する支援
を進めていきます。脱炭素社会の実現に関しては、ホスト国
の事情を踏まえ、ホスト国自身の主体的な取り組みを促して
いくといった、エンゲージメントアプローチが重要と考えてお

り、これまで培ってきた各国との強固な関係や対話チャネルを活用し、エネルギー・トランジション、そして脱炭
素社会の実現に向けた案件を支援していきます。また、プロジェクトコストが大きい、あるいはリスクの高いイ
ンフラ案件では、政策金融機関の役割として、多国間連携や国際機関との連携をもって、日本企業のビジネス
支援を行っていきます。

インフラ・環境ファイナンス部門長　内田 誠（常務執行役員）

部門長メッセージ

事業環境と重点課題

ドバイ/ワルサン廃棄物処理・発電事業 イメージ図
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を掲げています。JBICは、日本の政策金融機関として、
これまで培ってきた世界各国との強固な関係性等を活
かし、日本政府の進めるエンゲージメントといった考え
方による脱炭素化、エネルギー・トランジション、さら
に廃棄物処理・発電や分散型電源等、社会的課題の
解決に貢献する案件の実現を支援していきます。

（2）�産業・社会構造変革下での我が国企業の 
国際競争力強化支援

コロナ禍がもたらした世界的な経済活動の制限、移
動制限は、ビジネスにおいても大きな影響を及ぼして
います。その一つがサプライチェーンの分断でした。「イ
ンフラシステム海外展開戦略2025（令和4年6月追
補版）」でも指摘されている通り、今般の世界的な新型
コロナウイルス感染症の感染拡大への対応を機に、世
界全体でデジタル化、脱炭素化といった社会の変革が
加速することが予想され、感染防止の継続と経済成長・
環境保全を両立する形で、従来とは異なる新たなイン
フラニーズに柔軟に応えていく必要性が高まっていく
ものと考えています。その中で、環境、デジタルに関
する先端技術をはじめ、独自の技術力に強みを持つ日
本企業の海外展開や日本企業のサプライチェーン強靱
化等を支援していくことは、ポストコロナの新しい世界
における日本企業の国際競争力の維持・向上に重要
な意味を持つと考えています。
JBICは、2020年度に実施したインドでの日系企業

サプライチェーン強靱化支援向け融資（インドステイト
銀行向け融資）を嚆矢に、これら日本企業のサプライ
チェーン強靱化に貢献する案件を支援すべく、2022
年7月に開始した「グローバル投資強化ファシリティ」
の中に、「グローバルバリューチェーン強靱化ウインド

ウ」を設けました。同ウインドウを活用しつつ、日本企
業の海外サプライチェーン強化を積極的に支援してい
きます。

（3）�質の高いインフラ海外展開に向けた 
戦略的取組の推進

日本政府が2016年に提唱した「自由で開かれたイ
ンド太平洋」（FOIP）は、ルールに基づく自由で開かれ
た国際秩序を実現することにより、地域全体、ひいて
は世界の平和、繁栄を確保していくという考えに根差
したものであり、例えば、地域間の連結性向上に貢献
できる「質の高いインフラ」の展開は、FOIPの中でも
重要となります。
これら質の高いインフラは、多くのステークホルダー
に関係するものであり、またプロジェクト規模が大きく、
リスクも高くなる傾向があるため、日本やJBIC単独で
の実現が難しいことも多いと考えられます。
このような問題意識に根差し、JBICでは従来、多
国間連携・国際金融機関との連携を重視しています。
具体的には日米豪の政策金融機関との連携強化や、
欧州投資銀行（EIB）、欧州復興開発銀行（EBRD）と
いった公的金融機関との連携強化を図ってきました。
 
コロナにより改めて重要性が認識された保健・医療
分野のインフラや代替可能なサプライチェーン確保も
含め、日本企業の取り組みを確実に理解し、政策金
融機関の役割として、プロアクティブな取り組みを通
じ、質の高いインフラの海外展開を支援していきます。

欧州投資銀行とのMOU調印式第1回インドステイト銀行向け融資 調印式

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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双日株式会社が実施する太陽光発電事業に対する融資

脱炭素社会実現に向けた再生可能エネルギー事業への支援
JBIC は、豪州クイーンズランド州で太陽光発電事業を実施す

る双日(株)に対し貸付契約を締結しました。豪州は、世界有数
の資源大国として長年石炭火力発電に依存していましたが、近
年、環境負荷への配慮から、再生可能エネルギーへの転換を推
進しています。
本プロジェクトは、双日とENEOS グループが共同出資する
豪州法人Edenvale Solar Park Pty Ltdが、豪州クイーンズ
ランド州において、総発電容量204MWの太陽光発電所を建
設・所有・運営し、現地電力小売業者や電力市場等に対し売電する事業です。JBICは、こうした双日の海
外事業展開を支援することで、日本の産業の国際競争力の維持・向上に貢献します。

太陽光発電所完成予想図

環境保全業務（GREEN）の下、サウジアラビア、トルコに融資

GREENにおけるファイナンスツール活用で金融面から地球環境保全に貢献
Global action for Reconciling Economic growth and 
ENvironmental preservation（通称：GREEN）は、地球環境保
全業務を通じて、「世界規模での環境と経済の両立」への寄与が期
待されるプロジェクトに対する融資・保証および出資です。JBICは、
GREENの一環として、サウジアラビアにおける再生可能エネルギー
事業に必要な資金をサウジアラビア王国電力会社（SEC）へ融資しま
した。SEC が抱える電力セクターの課題に対して、日本企業の投
資および製品・技術導入による解決策を提示していくことで、サウ
ジアラビアにおけるエネルギー転換および持続的な環境・社会の促進に向けて協力していきます。
また、トルコにおいては、再生可能エネルギー事業およびエネルギー効率化事業を支援すべく、トルコ産
業開発銀行に対し、クレジットラインを設定しました。JBICは、日本の政策金融機関として、各国のエネルギー
政策や環境政策に寄り添いつつ、GREENにおけるファイナンスツールを活用し、金融面から地球環境保全
に貢献しています。

トルコ産業開発銀行向けGREEN 調印式

新型コロナウイルス感染症の拡大からの経済回復に
際して、脱炭素・低炭素産業への投資促進（グリーン
リカバリー）等、カーボンニュートラルに向けたビジネ
スチャンスが拡大しており、日本の優れた技術を活用
して世界の脱炭素化および持続的な経済成長に貢献
していくことが重要になっています。JBICでは、世界
の脱炭素社会の実現に向け各国における低炭素化・

地球環境保全に資する案件への支援を実施するととも
に、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた
開発途上経済フロンティア地域への支援や日本のサプ
ライチェーンの再構築・強靱化に貢献する案件に対す
る支援にも取り組んでいます。2021年度の当部門に
おける主要な取り組み実績は以下のとおりです。

JBICの取り組み

■ 低炭素化・地球環境保全に対する取り組み
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住友商事（株）ベトナム法人が実施する工業団地建設・運営および 
屋根置き型太陽光発電事業に対する投資金融支援

脱炭素社会の実現に向けて日本企業の海外事業展開を支援
JBICは住友商事（株）のベトナ ム 法 人 Thang Long Industrial Park Ⅱ Corporation (TLIP2)に対

し、投資金融による支援を行いました。本融資は、TLIP2 がベトナム北部フンイエン省にて行う第二タンロ
ン工業団地の拡張事業および総発電容量20MWの屋根置き型太陽光発電事業への支援であり、同工業
団地の入居企業に対し売電する事業に必要な資金を融資します。
近年、気候変動問題をはじめとするESGの観点から、特に大量の電力を消費する製造業を中心に、地球
規模でグリーン電力の需要が高まっており、本件事業を通じて、日本企業やベトナムのカーボンニュートラル
に向けた取り組みに貢献していきます。

第二タンロン工業団地の屋根置き型太陽光発電事業

川崎汽船（株）がタイ王国において実施する常温倉庫運営事業に対する融資

日本企業の海外事業展開を支援
JBICは、川崎汽船(株)のタイ法人K Line 
Container Service (Thailand) Ltd.（KCST）
がサムットプラカーン県において行う冷蔵・冷凍
倉庫運営事業および常温倉庫運営事業に対し、
投資金融による支援を行いました。川崎汽船は
2021年度経営計画において、アジアを中心とし
たグローバルな事業展開の進展を掲げ、東南ア
ジア地域において、タイを物流の重要拠点の一
つとして位置付け、1988年にKCSTを設立しま
した。以来、現地タイに進出する日系企業との
強固な関係性を基盤に倉庫事業および配送事業を行っています。同国において急成長を遂げるEコマース
需要の取り込みや取扱貨物の多角化を図ると共に、生鮮・冷凍食品等の品質を長く維持し、品質劣化を防
止する冷蔵・冷凍倉庫事業を支援することは、タイの抱える食品ロス削減に貢献するものです。

■ 経済フロンティアに対する取り組み

■ 日本企業のサプライチェーン構築・再編に向けた取り組み

冷蔵・冷凍倉庫運営事業および常温倉庫運営事業

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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●発電　●再エネ・環境　●運輸交通　●通信　●資源エネルギー　●病院　●その他

アメリカ
●テキサス高速鉄道（開発支援）
●カルバート電炉新設事業
●水素ステーション施設の建設・運営事業
●鉄道車両向け内装パネルの製造・販売事業

中米諸国
●BCIE向け第2次GREEN

中米諸国
●CAF向け第3次GREEN

メキシコ
●国営電力会社
　CFE向け電力借款
●BANCOMEXT向け第4次GREEN

ロシア
●ロシア石炭搬出用港湾荷役
　設備調達事業

モンゴル
●鉱山向け建機等調達事業

バングラデシュ
●メグナハット天然ガス焚複合火力発電
　プロジェクト

スウェーデン
●ヨンショーピング市
　廃棄物処理事業

エジプト
●スエズ湾風力発電事業

カタール
●ファシリティDガス複合火力発電・海水淡水化プラント事業（拡張）
●アルカルサ太陽光発電事業

トルコ
●イキテリ総合病院運営事業
●ばら積み船調達事業
●自動車専用ターミナル運営事業
●TSKB向け第2次GREEN
●TKYB向け第3次GREEN

ミャンマー
●ヤンゴン市複合不動産開発・運営事業
●物流施設建設・運営事業

ウズベキスタン
●基幹通信ネットワークシステム整備事業

トルクメニスタン
●ガス火力発電所整備事業

アラブ首長国連邦
●レイヤガス焚複合火力発電所向けプラント事業
●ハムリヤ天然ガス焚複合火力発電事業
●フジャイラF3天然ガス焚複合火力発電事業
●ワルサン廃棄物処理・発電事業

モロッコ
●タザ風力発電事業

ベトナム
●カイメップチーバイ港埠頭整備・運営事業
●両備物流倉庫運営事業
●ギソン2石炭火力発電事業
●バンフォン1石炭火力発電事業
●ブンアン2石炭火力発電事業
●屋根置き型太陽光発電事業

インド
●コンクリート製品の製造・販売事業
●NTPC向けGREEN

イギリス
●Moray East洋上
　風力発電事業
●ホーンシー1洋上風力
　発電所向け海底送電
　事業
●核融合に係る
　コンサルティング等
　事業

ブラジル
●セピア油田向けFPSO事業
●Mero油田向けFPSO事業
●貨物鉄道事業
●ブジオス鉱区向けFPSO事業
●マルリン鉱区向けFPSO事業
●BNDES向け第5次GREEN

アルゼンチン
●ブエノスアイレス市近郊自動列車停止
　システム設置事業

台湾
●ばら積み船調達事業

サウジアラビア
●ラービグ太陽光発電事業
●SEC向けGREEN

パラオ　
●パラオ海底ケーブル敷設事業

シンガポール
●コンテナ船調達事業

インドネシア
●ランタウデダップ地熱発電事業
●チレボン超々臨界圧石炭火力発電拡張事業
●ジャワ1 Gas-to-Powerプロジェクト
●リサイクルアスファルト混合物の製造・販売事業

タイ
●MSLタンクターミナル運営事業
●Gulf SRCガス焚複合火力発電
　事業
●Gulf PDガス焚複合火力
　発電事業
●冷蔵・冷凍倉庫運営事業
●常温倉庫運営事業

スペイン
●LNG船調達事業

モザンビーク
●ナカラ鉄道・港湾事業

アンゴラ
●港湾拡張・改修事業

オーストラリア
●クイーンズランド州
　太陽光発電事業

●

●

● ●

●

●

●

●
●

●

●

●

●

JBICでは、他国政府との関係構築や他機関との連
携により、案件発掘やインフラプロジェクト実現・加速
のためのリスク軽減等に取り組んでいます。また、世
界で脱炭素化、カーボンニュートラルに向けたさまざま
な議論が活発化しており、これまで構築してきた各国
との関係を活かし、それぞれの国の置かれた現状や政
策に寄り添い、対話を実施しながらあるべき道筋をと
もに進んでいく、エンゲージメントの取り組みを大切に
しています。
他国との連携に関しては、定期的に実施しているイ

ンドネシア電力公社（PLN）との協議会に加え、ベトナ
ムに対しては、米国国際開発金融公社、豪州外務貿
易省および豪州輸出金融公社と共に、同国におけるエ
ネルギー転換を中心に、電力需要の増加に対応するた
めの金融協力について、ベトナム共産党中央経済委員
会との間で意見交換を実施しました。また、ベトナム
電力公社およびベトナム国営石油ガスグループ等の国

営企業を所有・管理する ベトナム国家資本管理委員会
（CMSC）との間で、今後の協力関係強化を目的とし
た覚書を締結しました。同覚書では、CMSCおよびそ
の他関係省庁との定期的な協議を通じた関係強化によ
り、ベトナムのベースロード電源のエネルギー・トラン
ジションの推進を図ることを目指しています。
他機関との連携に関しては、日本政府が推進する「自
由で開かれたインド太平洋」の実現に向け関係強化を
進めている日米豪三カ国の連携に引き続き取り組んで
います。2021年10月には、欧州投資銀行との間で
業務協力協定を締結しました。同協定では、カーボン
ニュートラル、インフラ、イノベーションおよび持続可
能な開発目標といった分野において、日本企業および
欧州企業の参画が期待されています。従来構築してき
た協力関係を一層強化し、日欧企業の参加するプロ
ジェクトの協力推進を図ることとしています。 

■ 他国・他機関との連携

ベトナム国家資本管理委員会とのMOU調印式ベトナム共産党中央経済委員会との間での意見交換
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●発電　●再エネ・環境　●運輸交通　●通信　●資源エネルギー　●病院　●その他

アメリカ
●テキサス高速鉄道（開発支援）
●カルバート電炉新設事業
●水素ステーション施設の建設・運営事業
●鉄道車両向け内装パネルの製造・販売事業

中米諸国
●BCIE向け第2次GREEN

中米諸国
●CAF向け第3次GREEN

メキシコ
●国営電力会社
　CFE向け電力借款
●BANCOMEXT向け第4次GREEN

ロシア
●ロシア石炭搬出用港湾荷役
　設備調達事業

モンゴル
●鉱山向け建機等調達事業

バングラデシュ
●メグナハット天然ガス焚複合火力発電
　プロジェクト

スウェーデン
●ヨンショーピング市
　廃棄物処理事業

エジプト
●スエズ湾風力発電事業

カタール
●ファシリティDガス複合火力発電・海水淡水化プラント事業（拡張）
●アルカルサ太陽光発電事業

トルコ
●イキテリ総合病院運営事業
●ばら積み船調達事業
●自動車専用ターミナル運営事業
●TSKB向け第2次GREEN
●TKYB向け第3次GREEN

ミャンマー
●ヤンゴン市複合不動産開発・運営事業
●物流施設建設・運営事業

ウズベキスタン
●基幹通信ネットワークシステム整備事業

トルクメニスタン
●ガス火力発電所整備事業

アラブ首長国連邦
●レイヤガス焚複合火力発電所向けプラント事業
●ハムリヤ天然ガス焚複合火力発電事業
●フジャイラF3天然ガス焚複合火力発電事業
●ワルサン廃棄物処理・発電事業

モロッコ
●タザ風力発電事業

ベトナム
●カイメップチーバイ港埠頭整備・運営事業
●両備物流倉庫運営事業
●ギソン2石炭火力発電事業
●バンフォン1石炭火力発電事業
●ブンアン2石炭火力発電事業
●屋根置き型太陽光発電事業

インド
●コンクリート製品の製造・販売事業
●NTPC向けGREEN

イギリス
●Moray East洋上
　風力発電事業
●ホーンシー1洋上風力
　発電所向け海底送電
　事業
●核融合に係る
　コンサルティング等
　事業

ブラジル
●セピア油田向けFPSO事業
●Mero油田向けFPSO事業
●貨物鉄道事業
●ブジオス鉱区向けFPSO事業
●マルリン鉱区向けFPSO事業
●BNDES向け第5次GREEN

アルゼンチン
●ブエノスアイレス市近郊自動列車停止
　システム設置事業

台湾
●ばら積み船調達事業

サウジアラビア
●ラービグ太陽光発電事業
●SEC向けGREEN

パラオ　
●パラオ海底ケーブル敷設事業

シンガポール
●コンテナ船調達事業

インドネシア
●ランタウデダップ地熱発電事業
●チレボン超々臨界圧石炭火力発電拡張事業
●ジャワ1 Gas-to-Powerプロジェクト
●リサイクルアスファルト混合物の製造・販売事業

タイ
●MSLタンクターミナル運営事業
●Gulf SRCガス焚複合火力発電
　事業
●Gulf PDガス焚複合火力
　発電事業
●冷蔵・冷凍倉庫運営事業
●常温倉庫運営事業

スペイン
●LNG船調達事業

モザンビーク
●ナカラ鉄道・港湾事業

アンゴラ
●港湾拡張・改修事業

オーストラリア
●クイーンズランド州
　太陽光発電事業
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●
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●

2022年3月末時点※再エネ・環境には、太陽光、風力、地熱、水力、廃棄物発電、省エネルギーおよびその他地球環境保全に関する事業が含まれています。

近年の主な海外インフラプロジェクトへの取り組み
（直近5年間の出融資保証実績）

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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新型コロナに続く物流のひっ迫・材料調達難等
不確実性の高い事業環境
2020年以降拡大した新型コロナウイルス感染症は、
一時の深刻な事態を脱しつつあるものの、日本を含む
多くの国・地域の経済活動に引き続き影響を及ぼして
います。新型コロナウイルス感染症発生直後の行動制
限による大幅な操業制限は緩和されてきていますが、
局所的なロックダウンによる部品・原材料の供給停滞、
重要物資である半導体の継続的な不足に加え、ウクラ
イナ情勢を巡る地経学リスクの高まり等、日本企業は
不確実性の高い事業環境に置かれています。
JBICが2022年1月に発表した「わが国製造業企業

の海外事業展開に関する調査報告（2021年度）」にお
いても、企業が最も脅威に感じるサプライチェーンの
外的ショックは、「疫病」を抑えて「物流の途脱・ひっ迫」
が最多となる等、複雑で長い調達網を抱える企業にとっ
て、物流の安定的な維持が最重要課題であることが示
されています。また、材料調達難・コスト増というさま
ざまな課題に直面する中、とりわけ半導体不足は需要

サイドを中心として他の幅広い産業にマイナスの影響を
与えていることを再認識する結果となっています。

サプライチェーン強靱化・再構築と
新たな海外事業機会の創出
昨今、日本を含む多くの国・地域では、サステナビ

リティ経営の推進や脱炭素への取り組みが進展し、製
造コストの上昇等の影響が懸念される一方、新常態に
おける消費ニーズ等新たな事業機会の創出も見込まれ
ています。脱炭素社会の実現やSDGsへの貢献等社
会課題の解決と利益創出の両立が日本企業にとっても
経営課題となっています。
このような状況下、日本企業はサプライチェーン強
靱化・再構築や新たな海外事業機会の創出に向け取
り組んでいます。日本企業自らが海外で設備投資を
行い、製造拠点の集約・分散や製造拠点間での生産
工程の再調整を行う動きに加え、M&Aを活用した動
きも見られています。日本企業による海外M&Aは
2020年に新型コロナウイルス感染症拡大の影響で大

産業ファイナンス部門は、産業投資・貿易部、中堅・中小
企業ファイナンス室、船舶・航空部、および大阪支店の4つ
の部署で構成され、日本企業の海外展開の戦略やニーズに
応じ多様な金融手法を用いて日本の産業の国際競争力の維
持・向上のための取り組みを実施しています。
新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けた世界

経済は一時の深刻な事態を脱しつつあり、日本企業の国際
ビジネスは再び活発な動きを見せるようになってきました。し
かしながら、ロシアによるウクライナ侵攻等の不安定な世界
情勢が続いていることに加え、半導体不足、原料価格の高
騰や欧米における長期金利の上昇等による世界経済の先行
きの不透明感は、引き続き日本企業の海外ビジネスに影響
を与える要因となっています。こうした情勢も踏まえ、グロー
バルな環境変化や日本産業界のニーズを汲み取りつつ、第4
期中期経営計画（2021 ～ 2023年度）の2年目として、日
本企業によるグローバルなサプライチェーン強靱化・再構築

の支援、デジタル変革等に向けた海外M&A支援、積極的なリスクテイク等を通じた日本の産業の国際競争力
の維持・向上に引き続き取り組んでいきます。

産業ファイナンス部門長　麻生 憲一（常務執行役員）

部門長メッセージ

事業環境と重点課題
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図表1　日本企業による海外M&Aの金額および件数の推移 出所：（株）レコフ
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中堅・中小企業の海外事業展開
中堅・中小企業の海外事業展開に目を転じると、先

に述べた事業環境に置かれている状況にありながら
も、日系大手企業の現地における部材調達ニーズへ
の対応という進出動機に加え、海外市場の需要を直
接開拓して商機拡大を目指す動きのほか、海外の医療・
リサイクル等の社会的課題の解決に資するビジネスモ
デルで海外展開を行う中堅・中小企業も見られるなど、
海外事業展開を検討する中堅・中小企業の裾野や進
出先国、資金ニーズは多様化しています。

JBICでは毎年「わが国製造業企業の海外事業展開
に関する調査報告」において、海外事業展開におけ
る中期見通しの調査を行っています。2021年度の
調査では、海外事業を「維持」または「強化・拡大す
る」と回答している中堅・中小企業は回答企業全体の
99.0％と中堅・中小企業の海外事業展開の意欲は依
然として高くなっています（図表2）。新型コロナウイル
ス感染症による行動制限が緩和されるなか、中堅・中
小企業の海外事業展開の回復・拡大が期待されます。

きく減少したものの（2019年826件→2020年557
件）、2021年は625件と、渡航制限の緩和や対象企
業の調査を一部オンラインで取り組む手法の普及等に
伴い回復基調となっています（図表1）。
今後も、2050年カーボンニュートラル実現に向け、

生産プロセスの革新、化石燃料から水素・アンモニア
等へのエネルギー転換の動き、そのための技術開発や
DX投資を通じた事業拡大や、M&A活用による海外
展開の継続が見込まれます。
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図表2　中期的（今後3年程度）海外事業（注1）展開見通し

（注1）「海外事業」の定義：海外拠点での製造、販売、研究開発などの活動に加えて、各社が取り組む生産の外部委託、調達等を含む。
（注2）棒グラフの上の（　）内の数は、本設問に回答した企業数。
（注3）「中堅・中小企業」とは資本金10億円未満の企業。
出所：JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告－2021年度 海外直接投資アンケート結果（第33回）」

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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新型コロナ危機対応緊急ウインドウによる支援、
および、さまざまな産業における日本企業の 
海外展開支援　
JBICでは第4期中期経営計画において「経済情勢

の変化に即応した政策金融機能の発揮」を重点取組課
題の一つに掲げており、2020年4月に創設した「新
型コロナ危機対応緊急ウインドウ」（2021年12月末
終了）の下で、2021年度は新型コロナウイルス感染
症の影響を受けた日本企業が関与する156件の案件
に対する支援を実施しました。
また、「産業・社会構造の変革下における我が国産
業の国際競争力強化支援」も重点取組課題に掲げてい
ます。2021年1月には「ポストコロナ成長ファシリティ」
を創設し、日本企業の国際的なサプライチェーンの強
靱化・再構築への対処や日本企業による海外M&A支
援に取り組みました。
具体的には、日本企業がインドにおいて行うオフハ

イウェイタイヤ製造・販売事業に対する支援、日本企
業が米国において行う自動車部品製造・販売事業に
対する支援、日本企業が英国アナログ半導体企業や
米国コンビニエンス事業等を買収するための資金を融
資しました。
加えて、第4期中期経営計画の重点取組課題の一

つである「国際経済社会の持続可能な発展に向けた地
球規模の課題への対処」の取り組みとして、日本発の

スタートアップ企業が米国において行う人工構造タン
パク質素材の製造事業、日本企業がベトナムにおいて
行うダイアライザ等医療機器の製造・販売事業、フィ
リピンにて行う輸液セット等医療機器の製造・販売事
業および米国において行う手術機器等医療機器の製
造・販売事業や、日本企業が米国において行う冷凍・
冷蔵トレーラーのリース事業、タイにおいて行う加工
食品等の製造・販売事業および日本企業がベトナムに
おいて行う冷凍食品の製造・販売事業といったフード
バリューチェーン強靱化に貢献する案件にも取り組み、
社会的課題の解決に資する事業を支援しました。
海事産業および航空産業における日本企業の国際
競争力の維持・向上のための取り組みも引き続き実施
しました。これらの業界は、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響を大きく受けており、いわゆる「巣ごもり
需要」によりコンテナ船等に対する需要が増加する一
方で、旅客需要の落ち込みやロックダウン等の影響を
受けている企業もあります。こうした状況下、日本の
航空会社による海外からの機体購入につき民間金融
機関の融資に対する保証の供与を行い、また、航空機
リース分野や海洋資源分野の日系企業の海外事業展
開につき機動的な融資による支援を行いました。さら
に日本企業による米国の大手海上コンテナリース会社
の買収資金への融資を通じ、さらなる事業拡大・収益
機会の獲得の支援を行っています。

JBICの取り組み

インドのオフハイウェイタイヤ工場

米国セブン‐イレブン店舗 PLM社の冷凍・冷蔵トレーラー
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ルネサス エレクトロニクス（株）による 
英国法人Dialog Semiconductor Plcの買収資金を融資

日本企業の海外M&Aを支援
JBICは、ルネサス エレクトロニクス（株）（ルネサス）との間で、貸付契約を締結しました。本件は、ルネ

サスが英国法人Dialog Semiconductor Plc（Dialog社）を買収するために必要な資金の一部を融資する
ものです。Dialog社は、Wi-FiやBluetooth等のコネクティビティ技術を得意とするアナログ半導体企業
です。ルネサスは、Dialog社の買収を通じて、製品ポートフォリオを拡充し、IoT、産業、自動車分野の高
成長市場向けに、さらに強力で網羅的なソリューションを提供することを目指しています。本融資は、こうし
たルネサスの海外事業展開を支援するものであり、日本の産業の国際競争力の維持および向上に貢献する
ものです。

中堅・中小企業の海外事業展開支援
JBICは本店および大阪支店に中堅・中小企業支援
専門の部署を配置し、中堅・中小企業の海外事業展
開支援に積極的に取り組んでいます。2021年度には、
地域金融機関等と緊密に連携し、新型コロナウイルス
感染症の影響を受けた日本企業が関与する102件の
案件を含む計116件の中堅・中小企業支援案件の出
融資・保証等の承諾を行いました。
その支援先についても、従来の業種に捉われず、ス

タートアップ企業や、社会的課題の解決に資する事業
等で現地市場を開拓する企業などへ広がりを見せてい
ます。JBICは、タイ・バーツをはじめとする現地通貨
を含む外貨建て融資、あるいは地域金融機関に対する
クレジットライン（ツー・ステップ・ローン）の設定等によ
る地域金融機関自身の長期外貨資金の調達支援を通じ
て、中堅・中小企業の海外事業展開支援を行いました。
また、中堅・中小企業は大企業に比べて、海外事
業に必要な情報収集等の面でも制約を抱えている場
合があることから、中堅・中小企業支援の担い手であ
る地域金融機関や公的機関、経済団体、中小企業支
援機関、海外展開支援機関等との連携も強化しつつ、
海外投資環境をはじめとする各種情報提供やJBICの
海外駐在員事務所等も活用したセミナーや個別相談会
を通じたきめ細やかな支援を実施しています。

日本企業が直面する危機や多様化するニーズへの対応
各国の政情や新興国経済の動向等、日本企業を取

り巻く国際経済環境は絶えず変化しています。2021
年は引き続き新型コロナウイルス感染症への対処、サ
プライチェーンの強靱化・再構築が多くの企業の課題
として見られました。2022年に入り、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大により影響を受けた世界経済は一時
の深刻な事態を脱しつつありますが、半導体不足の継
続、原料価格の高騰や長期金利の上昇等、世界経済
の不透明感に加え、ロシアによるウクライナ侵攻等、
引き続き不安定な世界情勢は継続しています。JBIC
は、こうした変化や世界経済の動向、日本企業の資
金ニーズ等を的確に捉えつつ、2022年7月に立ち
上げた「グローバル投資強化ファシリティ」（調印期限：
2025年6月末）も活用し、日本の産業の国際競争力
の維持･向上のために貢献していきます。
産業ファイナンス部門では、大企業のみならず中堅・
中小企業も含めた多くの日本企業が直面する課題に応
じた支援を継続すると共に、ポストコロナを見据えた
日本企業の課題・ニーズを的確に把握し、第4期中期
経営計画で掲げる地球規模の課題への対処、サプラ
イチェーン強靱化や日本企業のデジタル変革等に向け
たM&Aによる技術獲得等への支援等、日本の持続的
な成長につながる新たなビジネス機会の探索と創造に
貢献すべく、さまざまな金融手法を駆使し、またリスク
テイク機能の強化等を通じて、日本と世界をつなぐ役
割を引続き果たしていきます。

■ 取り組み紹介

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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グローリー（株）による米国法人の買収資金を融資

日本企業の海外M&Aを支援
JBICは、グローリー（株）との間で、貸付契約を締結しました。本件

は、グローリーの米国法人Glory Global Solutions Inc. が米国法人
Revolution Retail Systems, LLC（RRS）を買収するために必要な資金の
一部を融資するものです。
グローリーは1918年創業、国産初の硬貨計数機の開発を機に、さま

ざまな通貨処理機やセルフサービス機器の開発・製造・販売・保守に加
え、電子決済サービス、生体認証ソリューション、ロボットSI 等の事業を
行っています。国内市場においてトップシェアを誇り、海外市場において
は欧州を中心に36カ国で販売・保守拠点を有し、100カ国以上で事業
を展開しています。北米において通貨処理機の製造・販売・保守の事業
を行うRRSの買収により、両社の顧客基盤を活用したクロスセルによる事
業拡大、ソリューション・製品ラインナップ拡充による販売強化、保守サー
ビスを中心に事業効率性向上等のシナジーを発揮することで、北米地域
における流通・小売市場での事業拡大を企図しています。

住友電気工業（株）のフィリピン共和国法人が実施する自動車部品の製造・販売に必要な
工場建設・賃貸事業に対する融資

日本企業の海外事業展開を支援
JBICは、住友電気工業（株）（住友電工）のグループ会社で

あるフィリピン法人IWS Realty Corporation（IWSR）との
間で、貸付契約を締結しました。本件は、IWSRを通じて、
住友電工のフィリピンにおけるグループ企業が行うワイヤー
ハーネス等の自動車部品の製造・販売事業会社向け工場建
設・賃貸事業に必要な資金を融資するものです。
住友電工は、ワイヤーハーネス等製造・販売事業をグロー
バルに展開しており、IWSRは工場建設・賃貸事業を通じて、
住友電工のフィリピンにおけるワイヤーハーネス等のサプライチェーンを支えています。
自動車内部の隅々に張り巡らされるワイヤーハーネスは、激しい振動、熱への耐久性が求められるととも

に、電力と情報を確実に行き渡らせるための高度な製造技術が求められます。住友電工は、ワイヤーハー
ネスの高度な技術を確立することで、世界トップシェアを獲得し、世界で走る車の4台に1台は住友電工の
ワイヤーハーネスが使用されています(注)。また、今後、普及が期待されるEV、自動運転車の実現には、
ワイヤーハーネスの高度な製造技術が必要不可欠なものとなっており、本融資を通じて、住友電工のフィリ
ピンにおけるワイヤーハーネス等のサプライチェーン強靱化の支援に繋がることが期待されます。
本融資は、こうした住友電工の海外事業展開を金融面から支援するものであり、日本の産業の国際競争
力の維持および向上に貢献するものです。

（注）住友電工の調査による市場シェア推計に基づく。

ワイヤーハーネス（提供：住友電気工業（株））

RRSのバックオフィス向け紙幣硬貨入出
金機（提供：グローリー（株））
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（株）ジェイ・エム・エスのフィリピン共和国法人JMS HEALTHCARE PHL, INC.が 
実施する医療機器等の製造・販売事業に対する融資

日本企業の海外事業展開を支援
JBICは、（株）ジェイ・エム・エス（JMS）のフィリピン法人JMS HEALTHCARE PHL, INC.（JMSHP）が
行う医療機器の製造・販売事業を対象とする貸付契約を締結しました。
JMSは、1965年に広島県廿日市市において、輸血起因の院内感染が発生しにくいプラスチック製のディ

スポーザブル医療機器（既に滅菌され、そのまま直ちに使用でき、かつ1回限りの使用で使い切る医療機器）
の製造・販売を行う（株）日本メディカル・サプライ（1994年4月に（株）ジェイ・エム・エスに商号変更）と
して設立。医療機器の素材調達から製品化に至る全工程をほぼ内製化することを通じて、ユーザー要望へ
の柔軟な対応力を強みとし、医療の安全と効率化、患者さんのQOL（クオリティ・オブ・ライフ）向上に貢
献する製品を開発してきたJMSは、輸液セット、シリンジおよび注射針、AVF針（血液透析用針）、血液透
析装置、人工心肺回路、血液バッグ、成分献血用回路等幅広い領域で事業活動を行っています。
1970年代に海外進出したJMSは、現在、海外拠点

として販売拠点が3つ、JMSHPを含む生産拠点が5つ、
計8つのグループ会社を通じて世界約90カ国に製品提供
しています。JMSHPに対する本融資は、感染症対策に資
する輸液セット等の医療機器を製造するJMSHPが、JMS
グループ各社を通じて日本、欧州、米国、および東南ア
ジア向けに供給することを支援するものであり、各国の健
康衛生水準の向上などに貢献することが期待されます。

三菱ＨＣキャピタル（株）による米国大手海上コンテナリース会社の買収資金を融資

日本企業の海外M&Aを支援
JBICは、三菱ＨＣキャピタル（株）との間で、アメリカ法人CAI 
International, Inc.（CAI）を買収するための資金の一部として、融資
契約を締結しました。
三菱ＨＣキャピタルは、高い流動性を有する高付加価値の資産を対
象とした「グローバルアセット」を注力領域のひとつに位置付け、海上
コンテナリース事業等の強化およびグローバル展開を計画しています。
CAIは、1989年に設立された米国の大手海上コンテナリース会社で
あり、海上コンテナリース業界において世界有数のコンテナ保有数を誇っています。同社は、世界39カ国、
180カ所のコンテナ返却先と使用契約を締結しているほか、12カ国に13拠点を有することで、世界各国の
ニーズに柔軟に対応しています。三菱ＨＣキャピタルは、本買収を通じて、CAIを完全子会社化し、保有する
コンテナ数（TEU（注）ベース）で世界第2位グループの規模となり、今後も高い伸びが見込まれる海上コンテナ
リース需要を取り込むことでさらなる収益機会の獲得を目指しています。
本融資は、三菱ＨＣキャピタルによる海外でのM&Aに必要な長期外貨資金を供給することで、日本企業

の海外における事業拡大を支援するものです。

（注）20フィートコンテナ1個分を表す単位。

被買収企業CAIのコンテナ

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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日本の産業の国際競争力の維持および向上
日本政府が2022年6月に策定した「経済財政運営

と改革の基本方針2022」において、経済安全保障や
エネルギー安全保障の強化、企業の海外展開の促進
を通じたコロナ後の世界での成長力強化等が謳われ、
デジタル化、サプライチェーンの強靱化、質の高いイ
ンフラ、環境保全等の分野での取り組みが掲げられて
います。
また、日本企業による海外市場の獲得・需要取り込
みを目的としたM&Aは、日本の少子高齢化や労働人
口減少といった構造的な課題を背景に、その重要性は

ますます増大しています。熾烈な海外市場の獲得競争
にさらされる中、日本企業がスピード感を持った成長
を実現していく上で、海外M&Aは重要な選択肢の一
つとして定着しており、今後も日本企業のM&Aニー
ズに対応した資金供給を継続することが重要です。
JBICとしても、直接出資およびJBIC IGの機能も
活用したファンド向け出資を通じて、新型コロナウイル
ス感染症拡大によるサプライチェーンの再構築、脱炭
素社会に向けた事業展開や、M&Aの支援を行ってい
きます。

JBICは、2016年10月にエクイティファイナンス部門を設
立して以来、出資業務の強化を継続的に行ってきました。海
外の成長市場の取り込みにおいて、重要性が増しているリス
クマネーの供給強化に対応すべく、海外向け投資ファンドへ
の助言を行う株式会社JBIC IG Partners(JBIC IG)を設立す
るなど、JBICグループとして出資機能の強化を図るとともに、
海外M&A向け等の出資案件の組成に取り組んできました。
第4期中期経営計画（2021 ～ 2023年度）では、SDGs・

脱炭素社会の実現に向けたイノベーション、不可逆的に進展
するエネルギー変革・デジタル変革を見据えたグリーンファ
イナンスやM&A・技術獲得への支援等を取組目標に掲げて
おり、こうした取り組みの中で出資業務を通じたリスクマネー
の供給が求められています。
中期経営計画の2年目にあたる2022年度においても、

日本を取り巻く環境変化も踏まえつつ、出資業務を通じて日
本企業の海外展開を積極的に支援していきます。

エクイティファイナンス部門長　森田 健太郎（常務執行役員）

部門長メッセージ

事業環境と重点課題
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株式会社JBIC IG Partners(JBIC IG)概要
JBIC IGは、JBICと（株）経営共創基盤（IGPI）

が2017年6月に設立した投資アドバイザリー会社
です。日本の政策金融機関であるJBICの国際金融
に関する知見と、IGPIの長期的・持続的な企業価値・

事業価値の向上を目的としたハンズオン型成長支援
および投資事業に関する知見を組み合わせ、海外
における事業機会を開拓し、規律ある投資を通じて、
日本の産業界と投資家に長期的・持続的な価値を
提供することを目的とした会社です。

JBIC IGのビジネスモデル
JBIC IGは、海外のパートナーと連携し、組成す

るファンドに対し投資助言を行うことを通じ、海外企
業に出資を行っています。日本企業との共同投資や、
日本企業と海外企業の橋渡しとしての役割を企図し
ています。
代表的な取り組みとして、2019年1月にバルト

地域最大のファンドマネージャーであるAS BaltCap
との間でベンチャーキャピタルファンドを創設し、
2022年3月末までに計18件の投資を実行しまし
た。その上で、ファンドからの投資先企業と日本企
業とを引き合わせ、協業を促進する活動を展開して
います。今後も、新たなファンドの組成を通じ、日
本の産業界に付加価値を提供していきます。

51% 49%

▪日本政府100%出資の政策金融機関。
▪国際金融のプロフェッショナルとして、海外拠点のネット
ワークを活用し、世界各国のプロジェクト向けに14兆円
超の出融資残高を有する。

▪長期的・持続的な企業価値・事業価値の向上を目的とす
るコンサル・投資ファーム。
▪経営のプロフェッショナル集団として、多数のハンズオン
型成長支援の実績あり。

Mission
「当社は、海外における事業機会を開拓し、規律ある投資を通じて、

我が国産業と投資家に長期的・持続的な価値を提供することを目的とする。」

JBIC IG Partnersは、JBICとIGPIが設立した投資アドバイザリー会社です。
JBIC IG Partnersとは

ファンド管理（GP）

投資
投資

業務提携and/or買収
対象企業・プロジェクト

LP出資

戦略パートナー

他のLP投資家
日本企業

海外投資ファンド

LP投資家

JBIC IGグループとして、海外のパートナーと連携し、組成する海外投資ファンドを通じて、海外企業に出資を行っていきます。
JBIC IG Partnersの投資ストラクチャー概要

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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JBICでは、脱炭素社会の実現に向けた事業やファン
ドに出資することで地球規模の社会課題に貢献すること
を目指しています。また、ベンチャーキャピタルを活用

するなど海外の先進的かつ独自技術を獲得し日本企業
の国際競争力向上を支援しています。2021年度の当
部門における主要な取り組み実績は以下のとおりです。

全世界の水素関連事業を投資対象とするフランスのファンドに出資

水素バリューチェーンの構築を通じた脱炭素社会の実現に貢献
JBICは、水素製造事業、水素ステーション事業を始めとする全世界の水素関連事業を投資対象とするフ

ランスのファンドClean H2 Infra Fund S.L.P.（以下本ファンド）に出資しました。本ファンドは、EUタクソ
ノミー規則の「気候変動の緩和」目標に合致する水素関連事業に投資する方針であり、欧州連合のサステナ
ブルファイナンス開示規則（SFDR）第9条に基づくサステナブルな投資目的を持つファンドです。
近年、多くの国・地域が水素を脱炭素化に必要不可欠なエネルギー源として位置付けており、水素関連
事業における資金需要は増加しています。本ファンドは、水素関連セクターにおけるグローバルな民間企業
が投資家として参画する世界最大規模の水素関連ファンドであり、水素の社会実装を加速化させるため民間・
公的資金の動員の促進を目指しています。本件は地球環境保全業務（GREEN）に基づく出資案件であり、
本ファンドによる取り組みを通じて、温室効果ガスの削減に貢献しています。
水素は、エネルギーとして使用するときにCO2を排出しない次世代エネルギーとして、注目を集めていま

す。日本政府は、2017年12月に発表した「水素基本戦略」や2020年12月に策定（2021年6月改訂）
した「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」において、水素の社会実装における国際連携
の必要性を掲げています。本ファンドは、こうした日本政府の水素関連の施策にも合致するものです。

JBICの取り組み

本ファンドからの投資対象プロジェクト（イメージ）

■ JBICの出資機能の強化
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日本企業と共同で英国法人Alloyed Limitedに出資

海外の独自技術等の獲得で日本企業の海外展開を支援
2021年11月、JBICは、2017年に設立された英国オックス

フォード大学発のスタートアップ企業Alloyed Limited（Alloyed）
にJX金属株式会社と共同で出資しました。Alloyedは、オックス
フォード大学の20年以上の合金研究を元にした独自の合金設計の
シミュレーション技術や、金属3Dプリンター装置で製品製造を行
うためのソフトウェアに関する独自の開発技術を有しており、これら
の技術を活用した合金設計および合金製品製造事業を展開してい
ます。
JX金属は、ドイツ連邦共和国法人TANIOBIS GmbHを2018
年に買収しており、同社はタンタル・ニオブ製品（高純度金属粉）
を開発・製造しています。当該製品をAlloyedの設計・製造する
合金の材料として供給することや、Alloyedとの新合金の共同開
発等を通じた事業提携によりシナジーを発揮し、JX金属グループと
してグローバルな事業展開を促進することを目指しています。JBIC
によるAlloyedへの出資は、こうしたJX金属の海外事業展開を支援するものであり、日本の産業の国際競
争力の維持および向上に貢献しています。
タンタルやニオブを含むレアメタルについては、今後欧州、中国や新興国との間で資源獲得競争の激化
が見込まれる中、日本政府は、2020年3月に策定した「新国際資源戦略」において、サプライチェーン強
化に向けた国際協力の推進を掲げています。本件出資は、こうした日本政府の施策にも沿うものです。

製品サンプル例

出資による海外の先進的な技術等の獲得に向けた取り組み

ベンチャーキャピタルファンドを活用して日本企業の国際競争力の向上を支援
2021年6月、JBICは、米国シリコンバレーを中心とし

た先端技術を有する企業を投資対象とするベンチャーキャピ
タルファンドGeodesic Capital Fund II, L.P.（本ファンド）
に出資しました。なお、JBICは2018年3月にGeodesic 
Capital Fund I-S, L.P. と出資契約を締結しており、本出
資は同ファンドに続く第2号案件となります。
本ファンドには、JBICのほか、SOMPOホールディング

ス（株）、（株）三井住友銀行、三菱商事（株）等が出資参画
しています。これらの企業においては、外部リソースの活用
と自社が持つ技術・経験の組み合わせにより新たな付加価
値創造や既存業務の効率化を行うオープン・イノベーションが推進されており、その一環として、デジタル
トランスフォーメーション（DX）に係る取り組みも進められています。
本ファンドは、米国シリコンバレー等の先端技術を有する企業向け投資を行うほか、本ファンドの戦略投
資家である日本企業と先端技術を有する企業との事業提携や資本提携を促進する戦略支援サービスを提供
するものであり、本出資は日本企業の国際競争力の維持および向上に貢献しています。

Geodesic主催のフォ―ラムの様子

2. JBIC を取り巻く環境と課題
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JBICは、これまで「日本経済再生に向けた緊急経済
対策」（2013年1月11日閣議決定）を踏まえ、2013
年2月に創設された「海外展開支援出資ファシリティ」
の下、JBICの出資機能を活用したリスクマネー供給を

通じ、日本企業の海外における経済活動のさらなる拡
大やグローバル経済の成長力の取り込みに向けた取り
組みを支援してきました。本ファシリティにおける実績
は、2022年6月末時点で約2,941億円となりました。

開発途上国の再生可能エネルギー発電事業等を投資対象とするファンドに出資

他国政府機関等との連携を通じた民間資金動員の推進
JBICは、米国を本拠地とする資産運用会社であるBlackRock, Inc.（ブラックロック）がその子会社を通

じて組成・運用する、開発途上国の再生可能エネルギー発電事業等に投資するファンドClimate Finance 
Partnership Fund SCSp（以下本ファンド）に出資しました。
近年、OECD諸国における再生可能エネルギー発電事業等への投資に注力してきたブラックロックにとっ

て、開発途上国向けの類似ファンドの組成・運用は初めての取り組みとなり、JBICのほか、仏開発庁およ
び独復興金融公庫等の他国政府機関等が本ファンドに出資参画しています。
現状、開発途上国へのインフラ投資は、政情や規制、マクロ経済の安定性等の観点から相対的にリスク

が高いことを背景に限定的です。本ファンドにおいては、JBICを含む政府機関等と民間機関投資家の間で
リスク・リターンを適切に配分するとともに、各政府機関が有する開発途上国のインフラに係る知見を活用
することで、民間資金動員を促進しており、機関投資家からは第一生命保険（株）および（株）三菱 UFJ フィ
ナンシャル・グループ等が民間機関投資家として参画しています。
本件は、地球環境保全業務（GREEN）に基づく出資案件であり、本ファンドを通じた再生可能エネルギー
発電事業等への投資を通じ、環境や社会に測定可能かつポジティブなインパクトを与えることで、国連によ
る持続可能な開発目標（SDGs）に貢献しています。日本政府は、2016年5月の閣議決定に基づきSDGs
推進本部を設置して以降、国内実施と国際協力の両面で取り組みを進めており、本ファンドは政府の方針に
合致するものです。

本ファンドからの投資対象プロジェクト（イメージ）

■ 出資による支援実績
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